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249 

イ 外国籍の高齢者などに対する情報提供 

外国籍の高齢者が、高齢者に対する保健・福祉サービスの利

用に必要な情報を、利用しやすい方法で入手できるよう、効果

的な情報提供に努めます。 

○ 介護保険制度の外国語によるパンフレットの作成 

韓国・朝鮮語、英語、中国語、ポルトガル語及びスペイ

ン語（５言語）を作成し、外国籍の高齢者へ制度の内容が

伝わるよう周知に努めます。 

 

イ 外国籍の高齢者などに対する情報提供 

外国籍の高齢者などが、高齢者に対する保健・福祉サービ

スの利用に必要な情報を、利用しやすい方法で入手できるよ

う、効果的な情報提供に努めます。 

○ 介護保険制度の外国語によるパンフレットの作成 

韓国・朝鮮語、英語、中国語、ポルトガル語及びスペイ

ン語（５言語）を作成し、外国籍の高齢者などへ制度の内

容が伝わるよう周知に努めます。 

 

大阪市多文化共生指

針の表現と整合性を

図るため一部修正 

○ 外国籍住民向けＷｅｂサイト「大阪生活ガイド」による情報

発信及び多言語による「外国人のための相談窓口」の運営 

ホームページ（４言語）で防災や各種行政サービス、各

種専門相談機関に関する情報など、外国籍住民の市民生活

に不可欠な情報、市民生活を支援する情報を発信して周知

に努めているほか、多言語による「外国人のための相談窓

口」（５言語）において、市政情報に加え各種生活情報に関

する問い合わせなどへの対応を引き続き実施します。 

 

○ 外国人への生活情報提供及び多言語による「外国人のための

相談窓口」の運営 

ホームページ（４言語）で防災や各種行政サービス、各

種専門相談機関に関する情報など、外国人のための市民生

活に不可欠な情報、市民生活を支援する情報を発信して周

知に努めているほか、多言語による「外国人のための相談

窓口」（５言語）において、市政情報に加え各種生活情報に

関する問い合わせなどへの対応を引き続き実施します。 

 

※「外国籍の高齢者など」は、日本国籍を取得した人や戦

前・戦後に日本に引きあげてきた人、親が外国籍である

子ども、海外から帰国した子どもなどを含んでいます。 
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項目なし ⑤包括的支援事業 

・地域包括支援センターの運営 

高齢者が身近な地域で相談できる体制を構築するため、

2013(平成 25)年度以降、66か所の地域包括支援センターを設

置運営しています。 

・在宅医療・介護連携推進事業 

切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築の推進を図

るため、「在宅医療・介護連携相談支援室」を 24区に設置し、

医療・介護関係者等からの相談を受けるとともに、連絡調整・

情報提供等の支援を行い、多職種間の円滑な相互理解や情報

共有が行える体制を構築します。 

・認知症総合支援事業 

（認知症初期集中支援推進事業） 

医療・福祉・介護の専門職と医師により構成する認知症初

期集中支援チームを 24区に設置し、早期に認知症の鑑別診断

が行われ、速やかに適切な医療・介護等が受けられる初期の

対応体制を構築します。 

（認知症地域支援推進員の配置） 

認知症地域支援推進員を 24区に配置し、医療機関や介護サ

ービス及び地域包括支援センター等の地域の支援機関の間の

連携を図るための支援や、認知症の人やその家族を支援する

相談業務等を行います。 

大阪府との計画素案

の協議の結果、追記 
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（オレンジサポーター地域活動促進事業） 

24 区の認知症強化型地域包括支援センターに認知症地域

支援コーディネーターを配置し、地域の認知症の人やその家

族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援を繋ぐ

仕組みを構築します。 

・生活支援体制整備事業 

生活支援・介護予防サービスの充実を図るため、生活支援

コーディネーターを24区に配置し、高齢者の支援ニーズと地

域資源の把握や、ボランティア等の生活支援の担い手の養成、

関係者間のネットワークの構築などを通じて、地域における

必要なサービスの充実に向けて取り組んでいます。2021(令和

３)年度には、日常生活圏域（66圏域）にも生活支援コーディ

ネーターを配置し、体制の充実を図ります。 

 

図表９－２－７ 包括的支援事業の目標量 

 

 
2021 

(令和３)年度 
2022 

(令和４)年度 
2023 

(令和５)年度 

地域包括支援センターの運営（設置箇所） 66か所 66か所 66か所 

在宅医療・介護連携 

推進事業 

在宅医療・介護連携相談窓口設置 

箇所数 
24か所 24か所 24か所 

認知症総合支援事業 

認知症初期集中支援チーム設置箇所

数 
24か所 24か所 24か所 

認知症地域支援推進員設置箇所数 24か所 24か所 24か所 

ちーむオレンジサポーターにかかる 

コーディネーター設置箇所数 
24か所 24か所 24か所 

生活支援体制整備事業 

生活支援コーディネーター（ＳＣ）

の配置（行政圏域） 
24圏域 24圏域 24圏域 

生活支援コーディネーター（ＳＣ）

の配置（日常生活圏域） 
66圏域 66圏域 66圏域 
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（認知症初期集中支援推進事業の推進） 

第８期の目標 

 

医療・介護等の支援につながった割合 

  目標値 80％以上／年 

（認知症初期集中支援推進事業の推進） 

第８期の目標 

 

医療・介護等の支援につながった割合 

  目標値90％以上／年 

第３回認知症施策部

会における委員意見

を踏まえた修正 

279 

（２）介護給付等に要する費用の適正化の推進 

 第８期の目標 

 

認定調査員への研修等を行うことで、より的確な審査判定

資料の作成に努めるとともに、審査会運営のあり方等に課

題がないか検討・検証するなど、要介護認定の平準化に向

けた取組みの強化を行う。 

（２）介護給付等に要する費用の適正化の推進 

 第８期の目標 

 

認定調査員等研修 

     2021(令和3)年度 17回 

     2022(令和4)年度 13回 

     2023(令和5)年度 15回 

保健師の同行・手話通訳者等の派遣 

     必要に応じて実施 

大阪府との計画素案

の協議の結果、追記 

282 

大阪市においては、2015(平成 27)年から 2020(令和２)

年を境に総人口が減少する一方で、65 歳以上人口は横ばい

から、2025(令和７)年以降高齢化が進展することが見込ま

れています。 

大阪市では、総人口が減少する一方で、65歳以上人口は、

2020(令和２)年からほぼ横ばいで推移した後、2025(令和

７)年以降増加に転じることから高齢化が急速に進展する

と見込まれています。 

本市における他の計

画との整合性を図る

ため修正 
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図表 10－７－１ 

介護保険給付及び地域支援事業に係る費用の見込み 
 

(単位:億円)    

 

図表10－７－１ 

介護保険給付及び地域支援事業に係る費用の見込み 
 

(単位:億円) 

 

介護報酬改定を踏ま

えた修正 
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図表 10－７－２  

介護保険給付及び地域支援事業に係る費用の推移 

 

図表10－７－２ 

介護保険給付及び地域支援事業に係る費用の推移 

 

介護報酬改定を踏ま

えた修正 

 

  

第７期計画期間 第８期計画期間 

第８期 

合 計 
２０１８ 

(平成30) 

年度 

２０１９ 
(令和元) 

年度 

２０２０ 
(令和２) 

年度 

２０２１ 
(令和３) 

年度 

２０２２ 
(令和４) 

年度 

２０２３ 
(令和５) 

年度 

介護保険給付（計） 2,402  2,505  2,621  2,763 

 

2,849 2,942 8,554 

  

  

居宅サービス費 1,386  1,442  1,513  1,523 1,585 1,656 4,765 

施設・居住系サービス

費 
873  911  950  1,084 1,107 1,123 3,314 

その他費用 143  152  158  156 156 163 475 

地域支援事業（計） 153  153  155  163  167 171 501 

 
総合事業 110  106  102  106 109 112 326 

一般介護予防事業 2  2  2  2 2 2 7 

 包括的支援事業・任意事業 42  46  51  55 56 57 168 

 

  

第７期計画期間 第８期計画期間 
第８期 

合 計 
２０１８ 

(平成30) 
年度 

２０１９ 

(令和元) 
年度 

２０２０ 

(令和２) 
年度 

２０２１ 

(令和３) 
年度 

２０２２ 

(令和４) 
年度 

２０２３ 

(令和５) 
年度 

介護保険給付（計） 2,402  2,505  2,655  2,746 

 

2,846 2,924 8,517 

  

  

居宅サービス費 1,386  1,442  1,444  1,513 1,575 1,646 4,734 

施設・居住系サービス

費 
873  911  1,050  1,077 1,114 1,116 3,307 

その他費用 143  152  160  156 156 163 475 
地域支援事業（計） 153  153  164  162  166 171 499 

 
 

総合事業 110  106  111  105 108 111 324 
一般介護予防事業 2  2  2  2 2 2 7 

 包括的支援事業・任意事業 42  46  51  55 56 57 168 
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介護保険給付に要する費用は、50％を公費（国・府・市）

で負担し、残りの 50％を保険料（23％を第１号被保険者の

保険料、27％を第２号被保険者の保険料）で負担します。 

「（１）介護保険給付及び地域支援事業に係る費用（利用

者負担分を除く）の見込み」で算出した 2021(令和３)年度

から 2023(令和５)年度の費用額に基づき、第１号被保険者

の介護保険料基準額（第６段階）を算定しますと、月額 8,110

円（現行月額 7,927 円）となります。 

第８期介護保険事業計画については、介護給付費準備基

金の取崩しや保険料段階の多段階化といった保険料を引き

下げる要因を加味しているものの、後期高齢者数の増加に

伴う要介護認定者数の増加により、第７期介護保険事業計

画と比べ、183 円、2.3％の上昇となっています。 

 

※ 将来の給付費等にかかる費用額を現状の給付費等の

伸び率による自然体で推計したところ、2025(令和７)年度

は約 3,200 億円となり、それを基に保険料基準額を試算 

すると、月額は 9,200 円程度となります。 

 

介護保険給付に要する費用は、50％を公費（国・府・市）

で負担し、残りの50％を保険料（23％を第１号被保険者の

保険料、27％を第２号被保険者の保険料）で負担します。 

「（１）介護保険給付及び地域支援事業に係る費用（利用

者負担分を除く）の見込み」で算出した2021(令和３)年度

から2023(令和５)年度の費用額に基づき、第１号被保険者

の介護保険料基準額（第６段階）を算定しますと、月額

8,094円（現行月額7,927円）となります。 

第８期介護保険事業計画については、後期高齢者数の増

加により要介護認定者数が増えることや、介護報酬のプラ

ス改定などにより、介護サービス給付費の増加が見込ま

れ、736円の上昇となりますが、保険料段階の多段階化や介

護給付費準備基金の取崩しにより、▲569円を引き下げ、第

７期介護保険事業計画と比べ、167円、2.1％の上昇となっ

ています。 

 

※ 将来の給付費等にかかる費用額を現状の給付費等

の伸び率による自然体で推計したところ、2025(令和７)年

度は約3,200億円となり、それを基に保険料基準額を試算 

すると、月額は9,300円程度となります。 

 

介護保険料算定に係

る説明文を追記（表記

金額は、計画素案時

点） 
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